













































































































Ashworth and Bueno de Mesquita（2009）と類似のモデルを用いて、各新聞の報道















衡で生じないことも提示する。次に、Ashworth and Bueno de Mesquita（2009）に
ついて説明すると、混合戦略まで戦略の範囲を拡張して検討する点は本稿と同様だが、











































 はすぐには変わらないと考え、その を考慮して質 を選ぶだろう。






人は報道立場 を で評価するとする。つまり、報道立場 が自身に
とって理想的な立場 に近いほど評価は高く、限界評価は逓減とする。次に、各人は
質 を で評価するとする 。つまり、質が高いほど評価するとする。以上
の議論をうけ、個人 について、新聞Ａの報道立場と質による新聞Ａへの総評価
  が新聞Ｂへの総評価 より大きければ（小さけれ
ば）、新聞Ａ（新聞Ｂ）を購読するとする。具体的には
 





 ）。全人口を１に基準化したので、 は で求まる。そこで以下、
上述した各人の新聞の選択方法をもとに、新聞Ａの期待購読者数 を考える。まず、
報道立場 が の場合を考える。このとき、式 より
とわかる。次に、 の場合の を考える。このとき、式 を変形することで、 
 
の個人は新聞Aを選ぶといえる。したがって、 は


































































他方で、  の場合についても、式 をもとに、 
  という関数 
と を新たに定義する。また、表記の単純化のため、  とし、
「 かつ 」 を条件 、 「 かつ 
 」を条件   と呼ぶ。このとき次の命題が得られる。
命題４.２    の報道立場 を所与とする新聞 Ｎ（Ｎ＝Ａ , Ｂ）が質 を選
ぶゲームを考える。このとき
１．報道立場 が   であり
  かつ条件   を満たすなら、 純粋戦略均衡 はただ一つ存在し、 
 となる。混合戦略均衡もただ一つ存在し、その均衡では新聞Ｎは確率１
で  を選ぶ。均衡における各新聞の期待利潤は、 
 となる。




  かつ条件   を満たすなら、純粋戦略均衡はただ一つ存在し、 
となる。混合戦略均衡もただ一つ存在し、その均衡では新聞Ｎは確率１で
－17－
 を選ぶ。均衡における期待利潤は、  と
なる。
  かつ条件   を満たさない場合には、 と同じ結果になる。
　結果 より、ｔ＝１期に選ばれる報道立場 が で条件   を満たす
なら、各新聞はｔ＝２期に同じ質の水準 を選ぶとわかる。以下、 が純
粋戦略均衡となる理由を直観的に説明する。まず、新聞Ａの期待利潤は 
 であり、期待購読者数  は式  で与えられる。よって、 






であり、また、 となる や となる を選ぶ
より を選ぶときのほうが新聞Ａの期待利潤は高いといえる。よって、 を




 で条件   を満たさないなら、  は純粋戦略均衡とならないと
わかる。これは直観的にも明らかで、どちらも を選んでいて、かつ条件   を満たさ
ないとき、少なくともどちらかの新聞の期待利潤は負となっているといえる。しかし、





Ａ , Ｂ）が選ぶ質  と両新聞の報道立場の差 の関係性を考える。
このとき、次の命題が得られる。
命題４． 3　 で条件   を満たすか で条件 を満たす報道立場
 を所与とする新聞Ｎが質 を選ぶゲームを考える。このとき、純粋戦略均衡


























命題 ５. １　ｔ＝１期の新聞Ｎ （Ｎ＝Ａ , Ｂ）が報道立場  を選ぶゲームを考える。この
とき
１． の報道立場の組 は、局所的な均衡にも大域的な均衡にもならない。






命題 4.2 より、ｔ＝１期に異なる報道立場を選ぶとき、特に が でかつ
条件   を満たさない、もしくは でかつ条件   を満たさないなら、必ずどち
らかの新聞の期待利潤は正とわかる。ここで、詳しい議論は省略するが、 の
 からどちらかの新聞が となるように自分の戦略を限界的に動かすとき、
条件   を満たさないといえる。また、 となるように限界的に動かすときには









が、 で条件   を満たすか で条件   を満たすように を選ぶ状況
に注目する。なお、詳しい理由は証明で示しているので省略するが、 











































  を満たす範囲から を選ぶなら、 を選ぶとき、確率１でその周


























































































 が の場合には、純粋戦略ナッシュ均衡 は存在しない。
　結果２の証明については、Meirowitz（2008）補題２の説明および証明よりすぐに導









　命題４.２より、 で条件   を満たすとき 
で条件 
  を満たすとき とわかるので、題意は示される。■
命題５.１の証明
　まず、Ｎ＝Ａ， Ｂについて、 とする。
つまり、ｔ＝１期の新聞Ｎの期待利潤のうち、 の で条件   
を満たし（条件  を満たし）ｔ＝２期の質は  が予想される
ときについて、その期待利潤は で表せるとする。このとき、
 を所与とする新聞Ａが、 で条件  を満たす か、 で条件 
  を満たす を選ぶ状況を考えるなら、そのときの新聞Ａの期待利潤 お
よび新聞Ｂの期待利潤 は、命題４.２より
「条件  を満たす」
 「条件  を満たす」
「条件  を満たす」





 である。したがって、 のときの と
 、および のときの と は、どれも に関し凹といえる。特に、 
のときの は に関し厳密に単調減少、 のときの は に関し厳密に単調
増加とわかる。
　次に、 を書き換えると、 
 である。よって、 を所与とするとき、  では 
 で は最大になるといえる。同様にして を書き
換えると、 が得られる。よって、 を所与とする
とき、 では で は最大といえる。
　ここで、 を描写する。そのためにまず、 について 
 となる を求めると、 とわかる。よって、 であれば、 
－25－
と  は の範囲で のときにのみ交わるといえる。また、 であ
れば の範囲で交わることはない。 についても同様に考えると、
  となる は であり、 であれば と は
 のときにのみ交わり、 であれば交わることはないといえる。以上の議
論をもとに、 と のそれぞれの場合について 、 を図示す
ると、図５と図６のようになる。なお、 について 、 、




  である。また、次に示す補題より、  
が の範囲にあるなら、必ず で と （ と
 ）は正といえる。
補題Ａ.１　１. が  の場合に注目する。 とすると、 
　　のとき、必ず （Ｎ＝Ａ,Ｂ）となる。
   ２． が の場合に注目する。 とすると、 のとき、
　　必ず （Ｎ＝Ａ,Ｂ）となる。
証明　まず結果１を示す。 を を使って書き換えると、  
 となる。このとき、
いかなる についても なので、 であれ
ば は必ず正といえる。 についても同様のことがいえるので、
結果１は示される。結果２も同様に考えることで示される。■
　以上の議論と命題４.１・４.２ をもとに、 を所与とする新聞Ａがある を選
ぶときの、新聞Ａの期待利潤  および新聞Ｂの期待利潤 に注目する。
このとき、まず命題４.１より、 のときの期待利潤は、それぞれ  
 といえる。次に、 で、かつ条件   もしくは条件   を満たさ
ない を選ぶなら、命題４.２より、どちらの期待利潤も非負となり、かつどちらかの期
待利潤は必ず正となるといえる。最後に、 で条件   を満たす場合には、期待
利潤はそれぞれ  、   、 で条件 







る。このとき、補題Ａ.１より、この では と は図５・図６のように必ず正















 は大域的に最適反応といえる。  を所与とする新聞Ｂの最適反
応についても同様に考えると、 は大域的に最適反応といえる。した
がって、 となる は大域的な均衡である。
 で となる が大域的な均衡となることも、同様
に考えることで示される。
　次に、他に大域的な均衡はないことを示す。まず、 の や 
 の については、先に示したもの以外に大域的な均衡が存在しな
いことは明らかである。次に、 となる を考える。こ
のとき、  を所与とする新聞Ａの大域的に最適な選択は 
なので、 となる で大域的な均衡となる はな
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